（様式２－３）

耕作計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用権被設定人（借り手）

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　  　　　　 　　印　

◎利用権の設定を受けようとする農地　
	所在地
	面積

	
	

	
	

	
	

	
	


１．利用権の設定等を受ける者又はその世帯員等が、現に所有し、又は使用収益権を有する農地又は採草放牧地の状況　＜農業経営基盤強化促進法第１８条第３項第２号（イ）関係＞
　・所有地について　（該当する項目をチェック）
　　□  農地を所有していない
□　農地を所有している

　　　田　　　　　㎡（うち貸付している面積　　　　　㎡）

畑　　　　　㎡（うち貸付している面積　　　　　㎡）

　・使用収益権を有する農地について（該当する項目をチェック）

　□  使用収益権を有する農地はない
□　使用収益権を有する農地がある

　　　田　　　　　㎡
畑　　　　　㎡
　　※上記農地が箕面市外の農地である場合は、証明書類を添付すること
２．利用権の設定等を受けようとする者及びその世帯員等の機械の所有の状況、農作業に従事する者の数等の状況　＜法第１８条第３項第２号（イ）関係＞

（1） 作付予定作物（該当する項目をチェックし代表するものを記載）

□　水稲

□　野菜等　　　　 　　　　　　　 　  　　　　　　　　 　 　　　　　　　　 

□　果樹等　　　　 　　　　　　　 　  　　　　　　　　 　 　　　　　　　　 

□　花き花木類等　 　　　　　　　 　  　　　　　　　　 　 　　　　　　　　 

（２）農機具（トラクター、耕うん機、自走式の田植機、草刈機等）

　　　 ・所有している農機具および台数を下記に記載
　　　 ・導入予定の農機具を下記に記載
（３） 農作業に従事する者

① 利用権の設定を受けようとする者が個人である場合、その者の農作業経験等の状況

・農作業歴　　　　　　　年

・農業技術修学歴　　　　年

・修学機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・その他　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
② 世帯員等その他常時雇用している労働力（人）

	現　在

増員予定
	人　（農作業経験の状況：　　　　　　　　　　　）

人　（農作業経験の状況：　　　　　　　　　　　）


③ 臨時雇用労働力（人）

	現　在

増員予定
	人　（農作業経験の状況：　　　　　　　　　　　）

人　（農作業経験の状況：　　　　　　　　　　　）


３．利用権の設定を受けようとする者又はその世帯員等の行う耕作等の事業に必要な農作業への従事状況　＜農業経営基盤強化促進法第１８条第３項第２号（ロ）関係＞

（利用権の設定を受けようとする者が個人である場合のみ記載）

　　（注）「世帯員等」とは、住居及び生計を一にする親族並びに当該親族の行う耕作等の事業に従事するその他の2親等内の親族をいいます。

　

　（１）その行う耕作等の事業に必要な農作業へ常時従事している者の氏名

　　　　　　
　（２）年齢　　


　（３）主たる職業

　（４）利用権の設定を受ける者との関係


　（５）その者の農作業への従事状況（該当する期間を「←→」で示してください）

	　　　　　　月
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12

	その行う耕作等の事業に必要な農作業の期間
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その者が農作業に常時従事する期間
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　（注）「農作業に常時従事する期間」とは、その期間、必要な農作業（耕うん、播種、施肥、刈取りなど）にいつでも従事できる状態にあることをいいます。

４．周辺地域との関係

　　　利用権の設定を受けようとする者又はその世帯員等の利用権設定後における耕作等の事業が、利用権を設定しようとする農地の周辺の農地の農業上の利用に及ぼす影響を書いてください。

　　（例えば、集落営農や担い手への集積等の取組への支障、農薬の使用方法の違いによる耕作の事業への支障などについて記載してください）


５．地域との役割分担の状況　＜法第１８条第３項第３号（イ）関係＞
　　地域の農業における他の農業者との役割分担において、具体的にどういった場面でどういった役割分担を担う予定であるかを記載してください。

　（例えば、農業の維持発展に関する話し合い活動への参加、農道・水路・ため池などの共同利用施設の取決めの遵守、獣害被害対策への協力等について記載してください）


６．法人の構成員等の状況（該当する項目にチェック）
　　□　別紙にて提出（役員名簿等）

　　□　下記のとおり


７．その法人の業務を執行する役員のうち、その法人の行う耕作等の事業に常時従事する者の役職、氏名及びその法人の行う農業への従事状況

＜法第１８条第３項第３号（ロ）関係＞

　（１）氏名


　（２）役職名


　（３）その者の農業への従事状況

　　・その法人が農業を行っている期間（労務管理や市場開拓等含む）：　　年　　ヶ月

　　・その者が当該事業に参画・関与している日数：　　　日（直近の実績）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日（見込み）

	○利用権の設定を受けようとする者が、「農地所有適格法人以外の法人である場合」又は、「その者又はその世帯員等が農作業に常時従事しない場合」には、利用権の設定にあたり以下の条件が付きます。

　① 解除条件の設定　＜農業経営基盤強化促進法第１８条第２項第６号関係＞
　　・解除条件の内容：農地を適切に利用しない場合に契約を解除

　② 利用状況の報告　＜農地法第６条の２関係＞
　　・毎年、事業年度の終了後３カ月以内（通常６月３０日まで）に利用状況を記載した報告書を農業委員会に提出（報告書は農業委員会より個別配布）


